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研究成果の概要（和文）：　本研究は、携帯電話産業がスマートフォンの登場により大きな競争構造転換を迎えたなか
、世界の情報家電企業はどのようにアライアンス・ネットワークを形成し競争優位を構築していくのかを明らかにした
ものである。具体的に、社会ネットワーク分析などによりスマートフォン市場における協調・競争ネットワークの可視
化を図り、世界情報家電企業の戦略行動のダイナミズムと国際比較、国際競争力の構築をめぐるネットワークの形成な
どの分析を行った。特に、日本企業が携帯電話産業で競争力を失った原因について新しい解釈の可能性を提起し、スマ
ートフォン市場における企業の競争優位の構築行動を動態的に捉える分析モデルの構築を試みた。 

研究成果の概要（英文）：　This research analyzes how global ICT companies gain their competitive 
advantages by building alliance networks while facing the big change of competition structure after the 
introducing of smartphone in the mobile industry. We introduce social network analysis and text mining 
methods to visualize the cooperation and competition networks in the smartphone market, examine and 
compare global ICT companies’ innovation orientations and the dynamics of their strategic behaviors, and 
reveal the networking processes which enhance the global competitiveness in smartphone market.

研究分野：経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
携帯電話産業はスマートフォンの登場に
より急速、かつ大きな競争構造の転換を迎え
ていた。世界レベルで見ると、携帯電話産業
の競争は端末から OS にシフトし、しかも OS
を中心に合従連衡が活発に行われ、国際標準
の主導権をめぐって激しい競争を繰り広げ
られている。 
研究を開始した当初（2012 年）、スマート
フォンは将来的に多くの情報機器を取って
代わるような重要な媒介だと予想された。日
本の情報家電企業は競争劣位に立たされて
いたが、韓国の Samsung、LG や台湾の HTC は
後発でありながらアライアンス・ネットワー
クによって躍進した好例があったため、日本
の情報家電企業にとっては、グローバルアラ
イアンスを構築することによって国際競争
力を回復させる機会が訪れていると思われ
ていた。 
そのような背景のもと、本研究は当初、ス
マートフォンの競争をネットワークレベル
で捉え、日本を始め、世界の情報家電企業は
どのようにアライアンス・ネットワークを形
成し、どのようにネットワークのなかで競争
優位を構築していくのかを問題意識とした。
しかし、スマートフォンの急速な普及に伴い、
日本の情報家電企業は競争優位を取り戻せ
ないまま、2012 年から相次いでスマートフォ
ン市場から撤退した。それに対し、2014 年か
ら中国スマートフォン企業は新興勢力とし
て世界市場で躍進した。スマートフォン市場
では高級化（Samsung, Apple）と低価格化（中
国企業）という二極化の競争構造が鮮明にな
り、企業間の競争はさらに激化している。 
このように、携帯電話産業はスマートフォ
ンの急速な普及により転換期から成熟期に
移行し、競争構造も大きく変貌した。上記の
研究背景の変化を受け、本研究は研究対象や
研究の焦点などについて微調整を行い、特に、
日本企業が携帯電話産業で競争力を失った
原因、時間の推移に伴う企業間の競争と戦略
のダイナミズム、中国スマートフォン企業の
戦略等も研究の射程に入れた。 
理論的な背景として、携帯電話産業の競争
は標準化と深く関わり、標準化プロセスにお
ける競争優位の獲得について、従来は製品ア
ーキテクチャやビジネスモデルの観点から
説明されてきている。これらの視点は、ある
時点や結果ありきの分析になりがちであり、
必ずしも企業の戦略選択行動を十分に説明
できるとは言いがたい。そのため、本研究は
スマートフォン関連企業の意思決定という
側面を重視し、アライアンス・ネットワーク
の勢力変化（産業構造の変遷）と企業の戦略
（ポジショニング戦略）の相互作用を動態的
に捉える分析モデルの構築を目指した。 
 
２．研究の目的 
 研究開始当初の問題意識と研究方向を微

調整した結果、本研究は、主として①スマー
トフォン市場における協調・競争ネットワー
クの動態的生成と構造化、②アライアンス・
ネットワークにおける情報家電企業の戦略
行動のダイナミズム、などを明らかにするこ
とを目的とする。具体的に、次の課題を解明
する。 
 
（1）スマートフォン市場における協調・競
争ネットワークの可視化：テキストマイニ
ングや社会ネットワーク分析等の多様な
研究方法・視点を導入し、スマートフォン
をめぐるアライアンス関係をプレイヤー
別に、取引関係、特許情報等などの項目に
よって描き出す。これらの企業が構築する
標準化アライアンス・ネットワークの全体
像と動態的変化を浮き彫りにする。 
（2）情報家電企業の戦略の推敲と国際比
較：日本の情報家電企業(ソニー、シャー
プ、パナソニックと躍進した韓国
（Samsung）・台湾（HTC）・中国スマートフ
ォン企業を対象に、社会ネットワーク分析
やテキストマイニングの結果により、各企
業の技術選択、戦略のダイナミズムを明ら
かにし、比較を行う。 
（3）経済学理論による最適な戦略シナリオ
の解析：アンケートなどを通じて、産業構
造を記述するコンポーネントモデル等に
よって、産業の競争状況の記述と比較を試
みる。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は、世界のスマートフォン関連企業
の競争ダイナミズムに焦点を当て、テキスト
マイニングや社会ネットワーク分析、事例研
究などの研究手法を総合的に利用し、主要企
業はどのようにアライアンス・ネットワーク
を構築し国際競争力を獲得していくかとい
う動態プロセスを明らかにする。主に以下の
3つの手法で究明していく。 
（1）テキストマイニング・社会ネットワーク
分析といった定量分析ツールを用い、スマ
ートフォン市場における協調・競争ネット
ワークを可視化する。データベースは取引
関係や特許情報などに関連するものを使
用する。 
（2）日本の情報家電企業や、スマートフォン
市場のリーディングカンパニーへの調査
を行う。テキストマイニング・社会ネット
ワーク分析の結果と事例研究に基づき、情
報家電企業の戦略の推敲と国際比較を行
う。 
（3）経済学による最適な戦略シナリオの解
析とモデル化である。 
 
分析・調査の結果を照合し、スマートフォ
ン市場における情報家電企業の戦略のダイナ
ミックスを明らかにし、標準化プロセスにお
ける企業の競争優位の構築行動を動態的に捉



える分析モデルを構築する。 
 
 
４．研究成果 
スマートフォン市場における協調・競争ネ
ットワークの可視化により、本研究は、情報
家電企業の技術動向の析出、情報家電企業の
戦略行動のダイナミズムと国際比較、国際競
争力の構築をめぐるネットワークの形成な
どにおいて成果をあげた。特に、日本企業が
携帯電話産業で競争力を失った原因につい
て新しい解釈の可能性を提起し、時間の推移
に伴う主要企業間の競争と戦略のダイナミ
ックスに焦点を当て分析を行った。 
 
(1)情報家電企業の技術動向の析出 
日本情報家電企業が競争優位を再構築で
きなかった原因について、従来の環境決定論
的な仮説に対し、本研究は企業の戦略選択行
動という側面を重視し、日本企業の技術（イ
ノベーション）戦略がニーズから乖離する可
能性に注目した。 
探索的な研究として、岡田、徳光、中岡、
朴、陳（2014）は特許分析によって日本情報
家電企業のスマートフォンの技術傾向・特徴
を可視化した。分析の対象はソニー、シャー
プ、パナソニック、対照組は韓国の Samsung
であった。データは、4 社の日本の特許公報
のうち、スマートフォンに関するＦターム
（技術的事項が付与された分類コード）リス
トに準じ、2000～2013 年の特許情報を抽出し
た 。 技 術 の 動 向 を 示 す 対 応 分 析
（correspondence analysis）や、技術の類
似 性 を 示 す 自 己 組 織 化 マ ッ プ
（self-organizing maps）などの可視化ツー
ルを用いて分析を試みた。その結果、ソニー
とSamsungは時間に伴う開発技術の変化が見
られ、シャープとパナソニックは従来の技術
との関連性が強く、市場の変化への対応があ
まり見られなかったということが明らかに
なった。 
 
(2)情報家電企業の戦略行動のダイナミズム
と国際比較 
Park, Nakaoka, Chen(2014）は上述した
岡田ほか（2014）に基づき、世界スマート
フォンのイノベーターの Apple 社を分析対
象に加え、Apple 社の取得している特許（F
ターム）に対し、各社の特許における同じ
特許（F ターム）の出現回数を利用し、世
界の情報家電企業のスマートフォン技術戦
略の比較分析を行った。図 1は出力された
2000－2013 年の各社の自己組織化マップ
の結果である。この結果に基づき、産業全
体の技術の変化と各社の技術開発傾向の推
移・相違点等の考察も加わった。図中 2005
年（赤）、2009 年（青）、2013 年（緑）の各
時点における 5社の技術選択の傾向を示し、
2009 年までの各社の技術選択が互いに離
れている、などのことがわかった。 

結果として、①スマートフォンという新技
術の導入タイミングにおいて、日本情報家電
企業と世界スマートフォン企業との間では
ずれがあった。日本は 2010 年までは Apple
と異なる技術を選択したのに対し、Samsung
は 2008 年から Apple へ技術を接近しようと
した。②日本企業（シャープ、パナソニック）
はスマートフォン技術を開発する際、既存技
術を援用する傾向があり、Samsung・Apple は
市場の変化に応じて新しい技術を探索して
く探索型の研究開発に取り組む可能性が高
い、などが明らかになった。これらの結果か
ら、日本企業が競争優位を失ったのは、スマ
ートフォン導入初期において、異なった技術
を選択したことによる可能性が高いと推測
した。 
         

 

 
図 1 ソニー、シャープ、パナソニック、
Samsung、Apple の特許の自己組織化マ
ップ（2000－2013 年、2005 年は赤、
2009 年は青、2013 年は緑） 

 
上述した研究成果を踏まえ、中岡、朴、陳
（2014）、Park, Nakaoka, Chen（2015）は再
びソニー、シャープ、パナソニックと Apple、
Samsung を対象に、研究開発プロジェクトの
マネジメントに影響を与える要因として研
究開発組織のコア硬直性（core rigidities）
に注目した。コア硬直性は既存のコア能力が
環境変化に対応する能力の構築を妨げる慣
性と抵抗である。この 2つの研究は社会ネッ
トワーク分析を用い、特許出願者のネットワ
ークを析出したうえ、探索的にコア硬直性を
特許出願者の組織構造変化として捉え、ヒー
トマップというツールによって可視化を図
って考察を行った。コア硬直性の度合いと推
移状況から、日本情報家電企業がスマートフ
ォンの開発において既存技術を活用する組
織的要因を裏付けた。 
 
 (3)国際競争力の構築をめぐるネットワー
クの形成 
世界のスマートフォンの成長を牽引して
いる Apple、Google、Samsung 等の企業の競
争戦略には、独自の事業基盤をもとに様々な
補完事業者を巻き込みサービス等の提供に
必要なプラットフォームを構築している点



に共通している。いわゆる「ビジネス・エコ
システム」間の競争は情報通信産業の主な競
争形態となりつつある。 
国際競争力の構築のためのアライアン
ス・ネットワークをビジネス・エコシステム
という比較的に新しい構成概念として捉え、
陳、朴、上田（2014）は世界の電子機器のサ
プライチェーンで重要な位置を占める台湾
は後発者としてスマートフォンビジネス・エ
コシステムの構築可能性について検討した。 
下の図 2で示したように、台湾企業がフィ
ーチャーフォン時代で築いたサプライチェ
ーンや、MediaTek が中国端末メーカーと形成
した技術プラットフォームはスマートフォ
ン時代にも引き継がれると思われる。それら
の企業は中国や世界大手スマートフォンメ
ーカー（Apple, Samsung 等）のエコシステム
の一員として国際分業を通じて優位性を維
持することができる。 
ただし、台湾政府が台湾企業を統合しオー
ルタイワンのエコシステムを構築すること
が難しいと考えられる。その理由として、政
府などの第3の調整機関の不在や役割不明確
や、中核企業（HTC 等）の能力不足などが挙
げられる。台湾企業は世界大手メーカーとの
国際分業を行い続けることで、長期にわたっ
てそれらのメーカーのエコシステムのなか
で価値を共有・享受することが最も無難な選
択となる。 
中国企業（Xiaomi 等）の急成長もビジネ
ス・エコシステムの構築と密接な関係がある
ため、その構築プロセスの解明は現在研究中
である。 
 

 
図 2 台湾のスマートフォンビジネス・エコ

システムのイメージ図 
 
（4）経済学の視点に基づく分析 
産業構造を記述するコンポーネントモデ
ルによって、携帯産業の競争状況の記述と比
較を試みた。Ueda, Park, and Chen (2012)
は、コンポーネントモデルを構築し、それに
基づき日本と韓国のスマートフォン企業の
標準化戦略の傾向を探った。結果として、ま
ず、日本と韓国の普及パターンが異なる。第

2 に、日本は従来の携帯電話産業の経路依存
性により、スマートフォンの普及は韓国より
遅く、端末メーカーの一斉開発により普及を
牽引した。第 3に、日本端末メーカーの標準
化ポジショニングは明確ではないのに対し、
韓国端末メーカーは部品などの下位レイヤ
ーで位置を取りながら上位レイヤーにアプ
ローチ傾向があるなどが明らかになった。 
また、Ueda（2014）、Ueda（2016）は、消
費者選択という視点に基づき、若年層の選好
へのコンジョイント分析により日本スマー
トフォンの普及パターンとその特殊性を明
らかにした。 
 
(5)分析ツールの開発 
そのほか、活発な研究開発プロジェクトを
持つと見られる日本企業の研究開発構造の
特徴を明らかにするために、Nakaoka, Park, 
Chen（2016）、中岡、朴、陳、赤岡、松野、
三上（2016）は、研究開発組織のストラクチ
ュラル・ホールの存在に注目し、社会ネット
ワーク分析によるストラクチュラル・ホール
の析出方法の開発を試みた。 
 
（6）ワークショップ 
上記の研究成果は中間まとめとして、2014
年 2 月 15 日に京都産業大学でワークショッ
プ「The 8th International Conference on ICT 
Policy」を開催した。ワークショップでは、
韓国国会予算政策処評価官 Jeong Yuhoon 博
士を招聘し、Jeong 博士に韓国の情報通信産
業政策について講演していただいた。また本
研究の代表者・研究分担者から、テキストマ
イニング分析から見るスマートフォン各社
の研究開発の傾向、台湾スマートフォン市場
の調査結果、日本のスマートフォンユーザー
の需要調査結果などの報告を実施した。最後
の質疑応答で日本・韓国・台湾のスマートフ
ォン政策をめぐって議論を深めた。 
 
(7)実地調査 
2013 年 1月、2013 年 11 月、2015 年 3月に
計 3回にわたって実地調査を行った。 
2013 年 1月に、日本のマルチメディア振興
センターを訪問し、韓国スマートフォン市場
及びメーカーの動向・特徴、日韓企業の競争
優位等について情報収集をした。 
2013 年 11 月に陳・朴・上田が台湾に出張
し、半導体設計会社の MediaTek Inc.、エレ
クトロニクス専門誌の『數位時代』、政府系
シンクタンクの資訊工業策進会に対し実地
調査を行った。台湾の大手スマートフォンベ
ンダ（HTC 等）や半導体部品企業（MediaTek
等）の現状と課題、それぞれの戦略、ビジネ
ス・エコシステムの観点から情報提供いただ
いた。 
2015 年 3月に陳・朴・上田が韓国実地調査
を行った。国会予算政策処や、韓国テレコム
（KT）経済経営研究所、ポスコ経営研究所と
いったシンクタンクを訪問し、韓国のスマー



トフォン産業に関わる重要企業の動向や政
府の関連政策等について情報を収集し意見
交換を行った。 
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